電子メールの管理について

○　文書の分類

	【個人使用文書】

個人的に作成、又は取得した文書等で、行政文書に該当しないもの。
	【行政文書】

実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書等であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が管理しているもの。

（情報公開条例第２条第１項）


情報公開請求の対象

○　電子メールの文書該当性

　・　公用の電子メールは税金を使った職務上の通信記録であり、文書として管理されるものである。

○　電子メールの行政文書該当性

　・　電子メールは通信記録であり、公式の会議の議事録や、組織的検討に付された資料とは性格が異なる。たとえ、知事・部長間のものであっても相対のやり取りであり、「組織共用している」とまでは言い難い。

　・　電子メールの内容が知事から部長等へ指示や部長等から知事への報告である場合は、その記録は確かに意思形成上の重要なプロセスの一つであるが、それが行政文書に該当するか否かは、その内容ではなく、記録そのものが組織共用されているかをメルクマールに判断すべきものである。

　・　したがって、基本的には、相対のやり取りにとどまるものは個人使用文書、複数の職員が共用するに至ったものは行政文書となる。

	【個人使用文書】

○　１対１メール

　・当事者が私用PCで管理

　・当事者が公用PCのマイドキュメント、メールボックスで管理

　・当事者が印刷して個人で管理
	【行政文書】

○　１対１メール

　・当事者が公用PCの共有フォルダで管理

　・当事者が印刷して組織　で管理

○　１対１メールが転送先の公用PCで管理

○　１対多数のメール（同報メール、CC、BCC）

	【行政文書（組織代表メール）】
	

	○　組織アドレスを利用したメール
○　組織を代表して送受信したメール

　・会議案内、要望、照会等


○　行政文書の管理ルール（行政文書管理規則関係）

	種別
	保存期間の定めのある文書
	保存期間の定めのない文書

（一時的かつ補助的な文書）

	保管及び保存
	行政文書管理システムを利用する方法により保管又は保存しなければならない（管理規程23条1項）。
	　保存期間を定めないこととされた行政文書については、法務課長が別に定める電子計算機を利用する方法により、保管しなければならない（管理規程23条5項）

　保存期間の定めのない行政文書のうち電子文書については、docフォルダに登録するなど適切な方法保管するものとする。

（通知規程23条1項）

	
	（上記の）保管又は保存をすることができない行政文書については、・・文書保存箱により、一定の場所において保管をすることができる（管理規程23条6項）。

	行政文書の廃棄
	文書管理者は、・・当該保存期間が満了するときは、あらかじめ廃棄の決定をしなければならない（管理規則18条1項）
	文書管理者は、・・保管期間の経過後、速やかに処分しなければならない（管理規則18条3項）。


　　　　　　　
○　メール管理の実態
　　行政文書


　　個人使用文書


・行政文書か個人使用文書か区分されていない。
・保存期間の定めのある文書か保存期間の定めのない文書か区分されていない。

・文書管理者が管理できていない（←各個人がＰＣで管理）
○　管理ルールの統一




（運用可能性の是非）

・文書管理者（室課の長等）以下の職員の受信送信トレイ⇒文書管理者が管理
・Ｇ、ＶＧ、特別職、教育委員、部長、次長の受信送信トレイ⇒誰が管理するのか

・一斉送信メール等複数の職員が管理しているメール⇒誰が管理するのか
受信トレイ


送信トレイ





溜まりっぱなし





適当に、個人の判断で削除





新しい概念


「1ヶ月の整理期間」を導入





保存期間のある文書


　⇒行政文書管理ｼｽﾃﾑに登録





保存期間のない文書


①1ヶ月の整理期間内に削除


②1ヶ月の整理期間以降、共有


　フォルダで保管





改めて保存期間を定める場合あり





受信トレイ


送信トレイ





直ちに分類


・個人文書


・行政文書








